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             第１章 

 

 ドイモイ初期の開拓移民事業にみるベトナムの「国家と社会」 

− 1980 年代における「新しい故郷」の建設− 

            

            岩井 美佐紀 

 

要約： 

本稿は、「社会に浸潤された」国家が「ドイモイを実体化させ、発展の基盤

を作る出発点」となった 1980 年代の開拓移民政策の展開を分析の対象として

いる。問題関心は、農民が自主的に始めた対策が「国家」に追認され制度化

されていく過程がドイモイの契機の一つであるならば、「社会の活力がなぜど

のように国家の枠組みに取り込まれていったのかという点を明らかにする」

という点にある。 

本稿における重要な成果のひとつとしては、これまでベトナム地域研究者

により注目され、議論されることが多かった生産物請負制（1981 年）の実施

に先立って、開拓移民政策（具体的には政府評議会「CP95 決定」＜1980 年＞）

において生産・生活単位としての「家族」の意義がすでに見直されていたこ

とを証明したことが挙げられる。すなわち、1980 年代に拡大した開拓移民事

業が「成功」した要因の一つとして、国家が「家族」の重要性を認め、より

きめ細かい具体的支援策に取り込むことで「社会」のニーズを「『発見』し、

それを受け止める能力を身につけたこと」であったという結論を見いだした

のである。このことは、「国家」が「社会」を一元的一方的に支配するのでは

なく、その要求に応えるのであれば、一定の方向性にしたがって「国家」が

「社会」を動員することが可能であることを示唆している。古田が 90 年代以
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降のベトナムの課題とする「社会」への十分な政策遂行能力を有する「強い

国家」に向けての萌芽が 1980 年代の開拓移民政策において既に見られたと解

釈することができる。 

 

 キーワード： 

 開拓移民事業、政策入植、人口移動、組織的移住、自発的移動、家族、

「新しい故郷」 

 

 

はじめに 

  

ドイモイ下ベトナムにおける国家と社会の関係のあり方について具体的に

論じる前に、本章ではドイモイのどの時期に焦点を当て、どのような視点か

ら論じるかについて述べておきたい。 

 まず、考察時期についてはドイモイ政策が始まり社会が大きく変容する

1980 年代を中心に国家と社会の関係を考察する。なぜならば、1980 年代はベ

トナムにおける国家と社会の関係が大きく転換した極めて重要な 10 年間で

あったからである。すなわち、ベトナム戦争中の北部ベトナムで定着した国

家の社会主義ビジョンが大きな変更を迫られたのが 1970 年代末であり（古田

[1996：56-57]）、1990 年代が国家のドイモイ路線を制度化し、発展の第二段

階への「深化」の時期であった（古田[2000:179-180]）と捉えられるならば、

その間の 1980 年代はいわばドイモイを実体化させ、発展の基盤をつくる出発

点であったと考えられる。国民の大半が農民であるベトナムにおける国家と

社会の関係の決定的変化は、農業集団化の解体が「下（社会）からのイニシ

アティブ」によって始まり、国家がそれを政策的に追認したことに見いだせ

る（古田 [1996]および Kerkvliet [2005:1]）。具体的にいえば、1981 年の「生

産物請負制」（共産党書記局 100 号指示）の施行は、それ以前から水面下で農

民たち自身の創意工夫によって開始されていた「もぐりの請負制」の制度化
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によって中央政府が農業集団化という社会主義ビジョンの変更を余儀なくさ

れたことを意味している。従って、本章では農業のドイモイとも呼べる集団

化の解体が進行した 1980 年代を考察の対象時期としたい。 

 次に本章では、国家と社会の関係をどのような問題関心から考察するのか

ということについて述べたい。本書の序章に示された共通の問題関心に沿っ

て筆者自身のそれを整理すると、農民たちの「もぐりの請負制」が国家によ

って追認され、社会の活力が国家の枠組みの中で制度化されて引き出された

ことをドイモイの契機と捉えるならば、社会の活力がなぜ、どのように国家

の枠組みに取り込まれていったのかをという点を明らかにする必要があると

考える。換言すれば、ドイモイの焦点は、「社会を包摂しきれなかった」国家

が、社会の取り込みのためにどのような政策を打ち出したのか、そしてそれ

に対し社会はどのように対応したのかという点にある。この点について本章

では、農業集団化とともに重要な農業・農村開発戦略であった開発移民事業

を中心に考察していく。「生産物請負制」の重要性はこれまで多くの先行研究

が指摘したように、集団共有地を各家族に分配し、最終生産物に責任を負わ

せることによって農業経営を発展させ、生産力を向上させるという点にあっ

た（１）。本章では、この農業政策の転換が開拓移民事業の展開とどのように

関連していたのかという点についても明らかにしたい。 

 ベトナムにおける開拓移民政策は、フランス植民地時代からすでに指摘さ

れているように、紅河デルタ農村の過剰労働人口を「新経済区(vung kinh te 

moi)」と呼ばれるフロンティアに開拓入植させ、農業開発を促進することで

食糧増産を達成することを目的としてきた。食糧増産は独立以来ベトナムに

とって極めて緊急な課題であった。したがって、開拓移民事業は農業集団化

とともに 1960 年から開始されており、特に戦時下で資源および人力の平準化

を図るこの２つの国家事業は効率よく社会主義建設を進める上で極めて密接

な関係にあったといえよう。当時のベトナム国家・政府にとって、農業集団

化にせよ、開拓移民事業にせよ、その政策の主な受け皿となるはずの紅河デ

ルタの農民が主体的に協力するか否かが成功の鍵を握る。同地域の農民にと
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って、移住するか否かは住み慣れた故郷を離れてでも生活水準の向上が見込

めるか否かが肝要だといえよう。本章では紅河デルタでも有数な人口稠密地

域であるハイフン省（現ハイズオン、フンイエン省）の開拓移民事業を取り

上げ、1980 年代の農業集団化の解体と関連させながら国家による社会の活力

の取り込みについて考察してみたい。このような開拓移民事業のプロセスを

通してドイモイの展開を明らかにすることは、1990 年代以降の農民による自

発的移動の爆発的増加にみられるような人口動態を理解するうえでも参考に

なると思われる（２）。 

 ドイモイ下の国家と社会の関係を考察するための先行研究としては、本書

の序章でも述べられているように、古田とカークフリートの一連の論考があ

る。古田とカークフリートの論点は必ずしも一致するものではないが、両者

を関連させて分類すると以下のような時期区分と政治システムによって理解

することが可能である。まずドイモイ以前の国家は「支配的国家」を目指し

たものの、結局は社会を包摂できなかった時期である。「支配的国家」とは、

党・国家が中央から村落・職場の末端レベルまでのあらゆる社会組織を先制

的に一元支配するというものである。次にドイモイ開始に至る時期、ドイモ

イ初期は、古田によれば、国家が社会に浸潤された時期で、カークフリート

の解釈では、社会（個人、集団）が非公式のチャネルを通じて国家のあらゆ

る組織とそれぞれ交渉しながら相互作用を及ぼしあうという「対話」によっ

て中央政府の政策を「変容」させたと捉えられる（Kerkvliet[2003:31]）。カ

ークフリートは別の著作で、この両者間の不断の「対話」の延長に「もぐり

の請負制」が生まれ、集団化の解体、すなわちドイモイに結実したと論じて

いる（Kerkvliet [2005:3]）。最後に、1990 年代以降は、古田によれば、社

会に追随する国家ではなく、社会の活力を有効に組織しうる「強い国家」の

形成が要請される時期で、「動員型コーポラティズム」が構築できるか否かが

鍵を握ると捉えられる。このコーポラティズムとは、国家と社会の間に公式

チャネルが形成され、国家と社会の間に双方向的な「協同」関係が結ばれる

というものである。これは、吉沢南が論じた国家と農民の「双方に弾力性が
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要求される一種の緊張関係」とも類似する（３）。周知の通り、国家と社会の

関係は決して固定的ではありえず、時代と共に常に変化すると同時に、共時

的にも様々な局面によってその関係の持ち方が異なってくる。従って、基本

的には、どの時代、どの局面に焦点を当てて考察するかによって、上記のど

の解釈を適用し議論するかが導き出されるように思われる。 

 本章では、主にドイモイ移行期の 1980 年代における国家の開拓移民事業を

取り上げ、上記の国家と社会の関係に関する解釈の再検討を試みたい。 

 

 

第１節 ドイモイ初期の開拓移民政策とその展開 

 

１．ドイモイ以前の開拓移民政策とその限界 

 

（１）政策の方針 

 ドイモイ以前の開拓移民政策は、特に開始直後の 1960 年代前半の時期では

共産党中央の誇大キャンペーンの掛け声とは裏腹に、失敗に終わっている(岩

井[2006:95])。当時の国家の開拓方針は紅河デルタ農民を山岳地域の開墾に

向かわせるには「農業生産合作社（以下、合作社）の力量に依拠することが

主要で、国家は積極的に支援する」というものであった（４）。当時の国家ビ

ジョンでは、私的所有を廃絶し、国有化・集団化による社会主義的な生産関

係を構築することが目指されたため、農民個人への配慮は極めて低かったと

いえる。 

1963 年の首相府 31 号通達では、開墾地は合作社の「集団所有権」という

形の共同所有制がとられ、可能性に応じて「集団開墾社員」に対して、デル

タの合作社と同様に、宅地や家庭経済用の自留地２〜３サオ（720〜1,080 平

方メートル）が保障されると規定された。「主要労働力」２人という基準を満

たした世帯であれば申請は可能であり、その構成に明確な規定はなかった。

しかしながら、当時の開拓移民政策の基本方針は不慣れな土地での生産が不
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安定で、食糧自給もままならないような生活状況では、体力のない老人や乳

幼児を伴うべきではないというものであった。そのため、「補助労働力」や「非

生産労働力」に分類された老人や子どもは、配給食糧については「主要労働

力」の半分とされ、一般農民に貸与される布団や蚊帳などの生活必需品や道

具も対象数に入れられないなど、事実上開拓事業の対象者から排除され、郷

里に残留せざるをえなかった。規定では、労働年齢を過ぎた老親は郷里の合

作社内での軽微な仕事を提供され、食糧が不足した場合は合作社の公益基金

の籾米を購入して自らの標準口糧を満たすことが保障され、学齢期の子弟は

学費を減免された（５）。 

 一方、開拓地の新合作社建設資本は全て送り出し側の合作社が自己調達し

なければならなかった。例えば、ハーナムニン省（現ナムディン、ニンビン、

ハーナム省）ズイティエン県のチャウザン合作社は 1975 年以降北部山岳地域

のホアンリエンソン省（現ホアビン、ソンラー、ライチャウ省）に２カ所の

新合作社を建設したが、そのうち一カ所は第２チャウザン合作社と命名され

た。「新しい故郷に人と財産を等分する」というスローガンの下、開拓農民用

の住宅やベッドを作るために郷里の合作社から大工が事前に送り込まれ、ま

た移住する前に家屋の建設費用として１世帯 150 から 200 コン（労働点数分

を現金換算）が支払われた。その他、入植後から最初の収穫までに必要な６

カ月から１年分の食糧が支給され、さらに、生産のための器械、殺虫剤散布

器、籾米や穀類なども郷里の合作社から運搬された（６）。 

 しかし、ほとんどの合作社は自己資金をもたなかったため、中央政府は個々

の合作社に対して「貸付(cho vay)」または「前貸し(ung truoc) 」という形

での支援策を提示した。国家による合作社および社員である農民への「貸付」

は送り出し側の地方政府（省・県）を通して実施された。貸付対象項目は交

通費、当座の食糧・生活用品、住宅などから生産に必要な資金・役畜にいた

るまで多岐に渡り、内容も具体的かつ詳細であった。特に生活物資が不足す

る場合、炊事に必要な鍋やフライパンは移住後、家族単位ではなく個々の農

民が共同生活を営むために貸し出された。例えば、100 人の労働力に対し煮
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炊き用の鍋またはフライパン３個、200 リットルの水瓶２個を標準とするな

ど、極めて細かい規定が作られた。一方で診療所の運営、助産婦や保健婦な

どの医療スタッフの人員確保、その報酬は送り出し側の合作社が自己負担し

なければならなかった。彼らへの報酬の支払い方法は、農作業に従事する他

の合作社社員同様、仕事内容に応じた「労働点数」で評価され、現物（籾米）

で報酬が支給された（７）。このようにぎりぎりの労働力による節約的な共同

生活をイメージした国家の開拓移民政策には、生産に役に立たず足手まとい

となる扶養家族を極力そぎ落とした無味乾燥な社会観が反映されている。 

そのため、もともと自己資金の不足する合作社にとってマイナスからの出

発は大きな負担となり、開拓地での新合作社建設は遅々として進まなかった。

北部地域内に限定され、ベトナム戦争下で推進された国境付近の山岳地域へ

の開拓移民事業は、上記のように借金を抱えてまで家族を離れて未知の土地

で定住定耕するだけの魅力をデルタ農民に実感させることはできなかった。

したがって北部山岳地域へ入植した農民の意識は、国家の思惑とは別に、定

住という方向には向かわず帰郷を前提とした「出稼ぎ」に転化していったよ

うである。タイビン省からタイバック地方へ入植した開拓移民たちの意識を

みてみよう。「現地の森には儲かるものがたくさんあるから、一定期間滞在し

て、すぐ帰郷の申請をすればいい」と判断する農民が続出したと報告されて

いる。このように、定住定耕させたい国家の思惑に対し、農民側は帰郷を前

提として入植した者も多く、両者の思惑に大きな隔たりがあったことがわか

る（岩井[2006:115]）。しかも、国家の貸付金の大半は回収されずに、結局実

効性もない政策ゆえに国家財政を悪化させるだけで、失敗に終わった。 

 

(2)党・合作社幹部の質 

開拓合作社を新しく建設する場合は、主に地元合作社の幹部の一部が推挙

されたようである。前述の第２チャウザン合作社の主任は、郷里の合作社の

元副主任であった。その他、党員が率先して移民申請書を提出したとされる。

このような幹部たちは「骨幹(cot can)」と呼ばれるいわば政治運動の担い手



－30－ 

であった。「骨幹」とは、急進的な土地改革（1953〜57 年）を実施するにあ

たり党中央が農村で依拠した貧農・雇農など下層農民を指す。土地改革で中

心的役割を果たした「骨幹」たちがなぜ集団化開始まもない時期に集団入植

に応じたのだろうか。土地を得たばかりの貧農・雇農たちにとって故郷を離

れてまで新天地を目指すメリットは何だったのだろうか。ここではこの点に

ついて明らかにすることはできないが、彼らにとって土地改革後に培った営

農の経験は貴重だったのではないか、そして、彼らにとって政策的に誰かの

土地を分配されるよりも、自ら開墾して得た土地で新しい生活基盤を築くこ

とが重要だったのではないかと考えられる。このことは、1980 年代後半の南

部の集団化解体に際し、国家の開拓移民事業に応じた土地なし・零細農民た

ちの事例から類推することができるように思われる（大野 [1998:26-30]）。 

 

(3)その他の開拓移民パターン 

一方、中央政府は当初から出身地と移動先の「２つの故郷(mot chon doi 

que)」の間を往復する比較的近距離（主に省内移動）の循環型移動型の入植

を政策的に容認していた。この移動形式に対する国家の保障内容は、省外遠

距離開拓移動に比べると格段に小さかった（８）。「２つの故郷」間の循環型移

動は、主に紅河デルタ沿海諸省の開拓事業において頻繁に行われた。大抵の

場合、郷里に社会生活の拠点を残したまま入植先ではもっぱら農繁期に営農

するというパターンをとり、長距離・定住型移動とは大きく性格が異なって

いた。この移動パターンは、先ほど触れた南部の土地なし・零細農民の南部

域内（他省）・省内政策移住にも見受けられる（９）。 

その他、「編入(xen ke, xen ghep)」と呼ばれる開拓移民形式があった。こ

れはあらかじめ策定された国家計画に沿った移住ではなく、新経済区の既存

の合作社へ小グループで参加する形態で、実質的には先に移住している近親

者を頼って自発的に移住する個人の社会的ネットワークに基づいていた。た

だ、当時このような移動形態も国家計画の枠内で取り扱うことが許され、部

分的に国家の補助を受けることができた。「編入」は移動時期や入植先を農民
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自身が自由に決定できるという点で、基本的な性格は政策移民と大きく異な

る。 

 

２．1975〜80 年の変化 

 

 表１ ハイフン省からの開拓移住先（1976-1980 年）  

入 植 先 （ 省 ） 世 帯 数  労 働 人 数 全 体 人 数

ク ア ン ニ ン  2,389 17,823 24,486 

ソ ン ラ ー  591 1,596 3,626 

ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 1,129 13,434 16,601 

ド ン ナ イ  110 4,554 4,794 

ロ ン ア ン  31 2,995 3,058 

軍 隊 ・ そ の 他 農 場 294 18,814 19,226 

編 入  204 657 1,932 

合 計  4,748 59,873 73,723 

出典：[So lao dong tinh Hai Hung:1983:1] 

ベトナム戦争が終結し、第４回党大会開催後に始まった第２次５カ年計画

（1976-80 年）では、北部で定着した農業集団化を南部農村へ適用すること

が目指されると同時に、北部農村では合作社組織の大規模化、すなわち行政

村規模に拡大した一社合作社への統合も進行した。このように農業集団化が

そのまま継続する中で、広大に広がる南部フロンティアの農業開拓面積の拡

大が開始された。当時の新経済区への開拓移民事業は、合作社単位の入植よ

りも、むしろ新しい国営農林場の建設が中心であった。そのため立ち上げ・

操業に必要な青年労働者を北部から大量に雇用することが推進された。ハイ

ズオン省のある行政村主席が、「開拓移民は基本的に農民の自発性に依拠して

いたが、唯一この時期村の青年たちが強制的に集団入植に駆り出された」と

断じたように（ 10）、南部の国営農林場への青年労働者の徴用が政策的に推進
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された。北部農村から徴用された青年労働者は「青年先鋒隊  (thanh nien xung 

phong)」と呼ばれ、主に軍事義務の一環として 1978 年から集中的に新経済区

建設に動員された（ 11）。  

第２次５ヵ年計画期の開拓移民人口の規模は一気に 152 万人に急増したも

のの、その過半数が近距離の省内移動で、北部から南部への遠距離域外移動

は 20 万 6,000 人にしか過ぎず、しかもその大半がドンナイ、ラムドン、ザラ

イ＝コントゥム各省など東南部や中部高原に新しく建設された国営農林場へ

の労働力投入であった（ 12）。  

 具体的にハイフン省の事例から見てみよう。表１はハイフン省から 1976

年から 1980 年までの第２次５カ年計画期に新経済区に移住した開拓移民人

口を示している。このデータによると、4,748 世帯、労働人数 59,873 人、全

体人数 73,723 人に上る（13）。その内、国営農林場への労働徴用が全体人数の

67％、労働人数では 81％を占めており、当時の開拓移民の大半が家族単位で

はなく単身の青年労働力で占められていたことが分かる。この時期に建設さ

れた 29 カ所の国営農林場の内、ハイフン省が管理機構も含め新しく建設した

ものが９カ所あり、北部では中越戦争の影響で受け入れを開始したクアンニ

ン省（14）の他、南部ではザライ＝コントゥム、ドンナイ、ロンアン各省に「青

年先鋒隊」が配属された。中部高原のような乾燥した丘陵地域やメコンデル

タのドンタップムオイ（ロンアン省とドンタップ省）と呼ばれる一年の半分

が冠水するような低湿地帯での衛生的な水の確保は極めて困難であり、蚊を

媒介とするマラリアなど熱帯病の罹患率の高さは生産活動を継続する上での

大きな障害となった。一方、新合作社はザライ＝コントゥム省に 12 カ所、ク

アンニン省に 13 カ所がハイフン省の開拓移民によって建設された。前述した

ように、新合作社の指導層は主に党員で、郷里の合作社での要職を歴任した

幹部で占められたが、「品性が低く、汚職、窃盗、賭博などで腐っており、合

作社を捨てて国営農場に走る」など、社員から信任されずに職を解かれたり

する幹部が続出した（15）。国営農場にしても合作社にしても、幹部が気候・

土壌などの条件を知り尽くしていないために適切な生産指導ができなかった
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り、農民の労働管理を効率よく行えなかったりするなど、その能力の低さゆ

えに、農民が安心して生産に集中できる環境ではなかった。その結果、表２

にみるように、南部３省における合作社、国営農場の定着率は共に極めて低

く、大半が故郷の北部農村へ帰郷している。 

 表２ ハイフン省から国営農場への就労・帰郷状況（1976-1980 年） 

農 場 名  入 植 者 数  残 留 人 数  帰 郷 人 数  帰 郷 率  

１ ） ド ン ナ イ 省      

    ソ ン ザ イ II 1,018 546 472 46.4% 

  ソ ン ザ イ III 871 404 467 53.6% 

    ソ ン ザ イ IV 1,586 670 916 57.8% 

    ト ヴ ッ ク  926 160 766 82.7% 

           小 計  4,401 1,780 2,621 59.6% 

２ ） ロ ン ア ン 省      

    ロ ン ハ イ I 1,235 428 807 65.3% 

    ロ ン ハ イ II 1,273 556 727 57.1% 

           小 計  2,508 984 1,534 61.2% 

３ ） ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 省     

    ザ プ ラ ン  889 458 391 44.0% 

    イ ア チ ャ ム  1,156 780 366 31.7% 

    ニ ン ド ゥ ッ ク  926 350 576 62.2% 

    イ ア ゾ ン  1,400 902 598 42.7% 

    ダ ク ゾ ア  1,272 407 765 60.1% 

    イ ア ズ ン  1,260 610 650 51.6% 

小 計  6,903 3,507 3,346 48.5% 

合 計  13,812 6,271 7,501 54.3% 

出典：[Ban kinh te moi tinh Hai Hung:1981]および[So lao dong tinh Hai Hung:1983] 
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南北統一後に南部農村にまで拡大した農業集団化は地元メコンデルタ農民の

強硬な抵抗にあい（出井[1989:41-58]）、一方合作社の大規模化が図られた北

部農村においても経営不全に陥ったため、共有地の耕作放棄が広範囲に起き

るなど、顕著な農民の国家への反逆が見られるようになった。この時期、次々

と建設される開拓地の国営農林場や新合作社への強制移住に嫌気がさし、帰

郷した農民たちの意識は、耕作放棄で抵抗したデルタ農民と同様、明らかに

国家・党への信用喪失と反逆心に満ちていたと考えられる。 

 

３．「国家と人民が共に行う」－「家族」の意義の再発見 

  

開拓移民政策のドイモイとも呼ぶべきものが 1980 年に政府評議会が公布

した「各新経済区建設政策に関する CP 第 95 号決定（以下、CP95 号決定）」

であった。この政策が掲げる「国家と人民が共に行う」というスローガンは、

1979 年の第 4 期第六回中央委員会総会で共産党が打ち出した国家・集団・個

人という「３つの利益の結合」（古田[1996:57-59]）に沿ったものである。す

なわち国家（中央から社まで各級行政組織）、集団（合作社）と個人（農民）

間の役割分担を明確にし、共に力を合わせることを意味している。このスロ

ーガンの含意は、一般的には「民活導入」と捉えられるが、それは裏を返せ

ば、社会（ここでは「個人」）の実情を把握せず合作社に丸投げすることで実

現不可能な政策を一方的に押し付けてきた国家が社会への関わり方を見直し、

社会の要求を汲み取った実現可能な共通の課題に向けて歩調を合わせる姿勢

に転換したと理解することができる。それまでの開拓移民政策の失敗から国

家が学んだ教訓は、農業生産の拡大のために労働力確保のみを追求するなら

ば農民の歓心を買うことはできないということであった。目標値を定めても

申請する農民が少ないために計画を大幅に下回ったり、一旦移住しても定着

せず帰郷してしまったりしては、開拓移民事業そのものが立ち行かなくなる。

どうすれば農民のニーズを充足する事業を展開できるかという観点から政策

を改定したのが、CP95 号決定であった。 
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CP95 号決定の最大の特徴は、移民政策実現に向けて協力しあうべき｢人民｣

とは誰なのかをはじめて措定した点である。国家は同決定によって「全ての

労働者や家族、特に一人当たりの土地面積が狭く、農外活動を発展させる条

件ももたない農村労働力が新経済区に移住し生計を立てられる」具体策を提

示することで、一組の夫婦とその子どもを基本的構成要素とする家族を「主

要労働力」、「補助労働力」と「非生産労働力」に簡単に分けることが出来な

い一つのまとまりのある協働・共住単位として社会の主力に位置づけた。こ

の点は、同政策の 1 年後に施行された生産物請負制（正式名称「労働チーム

および家族への最終生産物請負制」）を、ある意味で先取りしていたといえよ

う。すなわち、生産物請負制に１年先立つ開拓移民政策の転換の意味は、生

産の前にまず農民を定住させる必要があり、そのためには家族の生活支援対

策を講じなければならないと国家がようやく認識を改めたことの現れではな

いだろうか。 

 以下、CP95 号決定の概要を、それまでの開拓移民政策と比較しながら検討

してみたい。 

(1)「貸付」から補助金支給へ公的支援の拡充 

化学肥料の購入代金や食糧不足の解消に必要な籾米の購入費用について、

従来中央政府は「貸付」や「前貸し」という形で合作社に融資してきたが、

CP95 号決定では、生産投資資金を「補助 (ho tro)」し、その他の開拓関連経費

を「公費で賄う (dai tho)」または「手当を支給する  (tro cap)」と規定した。

すなわち、個々の合作社の自己調達または借金ではなく、公金で開拓移民事

業が推進されたことを示している。その内容は、開墾から整地、土地改良な

ど生産投資への補助の他に、託児所や幼稚園、学校または学級、診療所を建

設するための社会福祉分野の補助が行われるようになったことからもわかる

ように、生活面全般を重視することによって農民の定住化を図ったためであ

る。換言すれば、国家は初めて「家族」を農業生産・定住生活の基層単位と

位置づけることによって、いわば家族の意義を再発見したと解釈することが

できる。それ故、新しい政策では、これまで同行を許されなかった老人や幼
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児の受け入れ体制が国家によってバックアップされるようになったのである

（ 16）。  

 一方、開拓移住を決意した家族に対して、出発前と到着後にそれぞれ受け

取ることができる権利が具体的に詳しく規定され、よりきめの細かい配慮が

払われるようになったのも大きな変化であろう。これは南部解放以降、北部

農民の移動が南北統一鉄道などの長距離の交通手段を必要とするようになり、

移動期間も数日かかるようになったことも大きく関係していると思われる。

CP95 号決定によれば、開拓移民家族は出発前に人数分の交通費と荷物の輸送

費を補助された。持ち込める荷物の重量は世帯当たり 500〜800 キロで、また

一日分１ドンと決められ道中の食事代も期間中支給された。さらに一人当た

り２個の生産器具も支給され、新合作社設立準備のために幹部が先発する場

合も本人が支給される生活用品の購入資金などが細かく規定された。到着後、

彼らは一世帯あたり 20 平方メートルから 30 平方メートルの家屋の建設資材

の費用や井戸の掘削や貯水道具を揃える費用などを支給された。さらに、入

植直後の１年間は、国家による食糧補助が保障された。一カ月の補助額は、

主要労働力一人あたり 18 キロ、補助労働力同 16 キロ、その他扶養家族同平

均 9 キロと定められた。  

 

(2)開拓移民を促す諸要素と 1980 年代の移住規模 

 この CP95 号決定のもうひとつのインセンティブは、家族副業経営を奨励す

るために集団経営地以外に社員家族に 1,500 平方メートルを分配し、宅地に

付属する菜園での栽培や家畜飼育を家族で担当できるようにしたことである。

開拓地に移住した社員世帯に割り当てられた自留地が２〜３サオであった従

来の政策と比較すれば、新政策後の農民は約２倍もの土地専有を許されたこ

とになる。家族が揃って生活するという充足感と副業用経営地の拡大という

インセンティブは、生活水準の向上を希求する人口稠密な紅河デルタの一般

の中核農民を引きつけ、彼らを移住に駆り立てる決定的な要因となったと考

えられる。さらに、生産物請負制施行後、編入による個人の開拓移民の促進
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策（税制面の優遇）を打ち出した「政府評議会第 254 号決定（1981/6/16）」（17）

が公布されるなど、より広範な農民を開拓事業に結集させるための弾力的な

政策が実施された。 

 また、開拓地に同行する幹部へのインセンティブも開拓移民事業を大幅に

促進した。200 ヘクタール規模の新合作社に対して、建設後３年間は合作社

幹部の手当を国家が保障する規定が加わった。手当支給対象幹部は７名で、

主任など管理委員会メンバーの他、診療所、幼稚園、託児所スタッフなども

含まれた。このような規定は、それまでの開拓移民事業に「質が悪く、合作

社管理の面で劣っていた」幹部が多数参加したため農民の信頼を得られなか

ったことに対する改善点である。さらに、行政村幹部が労働徴用に応じて新

経済区へ移住する場合、到着後２年間は継続的に手当を支給されたり、自身

の出身村の農民を開拓地へと送り届ける任務のために推挙された場合、任務

期間中の手当を支給されたりするなどの新しい項目が加わった。以上の変更

点は、農村青年などの労働徴用を修正した「政府評議会第 82 号決議

（1980/3/12）」に詳しく規定されている。 

 このような国家の開拓移民事業の転換には、北部デルタ農民が自発的に移

住し、安心して定住し農業生産に専念するためには、家族の社会生活を総合

的にサポートする体制を整えなければならないということ、そしてそのよう

な基礎レベルの安定的で充足的な協働・共住集団がなければ新しい「共同性」

は構築できないことを国家・中央政府がはっきりと認識したことが大きいと

考えられる。 

それでは、この時期の移住動向を概観しておこう。1981 年から 1990 年ま

での遠距離開拓移民人口は 58 万人以上に上り、その内北部から南部への移民

が 1985 年までの５年間に 32 万 3,000 人、1990 年までの 10 年間で 45 万人に

達し、全体の８割を占めた。南北統一直後の 1975〜80 年期の北部から南部へ

の移民が遠距離開拓移民人口全体の３割弱であったことと、また前述したよ

うに当時の移民は強制的な国営農林場での就労であったことなどから検討す

ると、その差異は明らかである（ 18）。  
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第２節 「新しい故郷」の建設を目指して－ハイフン省の事例 

 

１．地方のイニシアティブと中央−地方間の分担の明確化 

  

中央レベルの開拓移民政策は全体の人口再配分計画と目標値の策定、開拓

地の区画整備、そして国営農林場のインフラ整備などである。現実にどの省

がどれくらいの人口をどの省から受け入れるかといった具体的な実施計画の

策定についてはそれぞれの地方政府が責任を負った（ 19）。形式的な手続きと

しては、送り出し省がイニシアティブを取って直接予定地を視察し、移住規

模について受け入れ省と交渉し、合意した後、中央に提案する。中央レベル

で批准されれば正式な計画として実施されるというプロセスを経過していた。 

 ここでは、送り出し側ハイフン省の開拓移民事業について概観しておきた

い。南北統一後、ハイフン省の開拓民の移住先はクアンニン省など北部諸省

の他、「友好または姉妹省 (tinh ban, ket nghia)」（ 20）と呼ばれる南部の人口稀少

なザライ＝コントゥム、ロンアン、ドンナイ各省と関係を結んでいく。南北

統一以降ハイフン省の開拓民を最も多く受け入れたザライ＝コントゥム省で

は、1970 年代後半はこれまでみたように開拓民の大半が国営農場の建設に集

中的に動員されたが、その多くが故郷に戻ってしまった。1980 年以降から挙

家移住による合作社建設が本格化する。  

 1980 年初頭、ハイフン省が一人当たりの平均土地保有面積が３サオになる

ように算定すると 36 万人が余剰人口となり他出しなければならず、毎年の自

然人口増加を考慮すると 10 年間に 70 万人を新経済区に移出させなければな

らなかった（21）。目標値が割り出されると、次は予定地の確定と区画計画で

ある。ハイフン省では送り出しの前に、省の開拓移民事業の専門機関である

新経済区委員会（ban kinh te moi）が県の開拓移民専門職員に委託し、現地

視察を行う。そこでは主に、地質・気候・生態条件（特に水源の確保）など
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に関して情報収集を行い、どの作物をどのような割合で栽培するのか、その

ためにどのような技術が必要なのかを検討し、プロジェクトの作成に役立た

せる。それと同時に居住区を造成し、開拓民の生活に必要な託児所、幼稚園、

学校、診療所、売買合作社（売店）など福利厚生施設の規模チェックを行う。

このように事前準備が完了すると、次に開拓移民の募集が開始される。県の

専門職員が各合作社・行政村をくまなく巡り、説明会を開催する。そこで希

望者を集めて現地の様子を詳細に説明し、質疑応答を行う。県職員は宣伝の

中で、どのようなメリットがあるのか、どのような困難があるかを説明する。

この説明会に参加し、ロンアン省に移住したある農民は、筆者のインタビュ

ーで「何が一番決め手で今の場所を選んだのか」という問いに、「水のあると

ころ」と答えている（22）。そして期日を決めて申請が受け付けられる。それ

までの反省から「自発的な申請」という原則が遵守されたようである（23）。

実際の移動は、移住先が乾季となる 12 月から３月の間に行われる。県職員は

申請者全員の戸籍を現地の行政村、または開拓に合わせて新設されたばかり

の行政村に移すなど、全ての行政手続きを代行する。その後、ハイフン省の

新経済区建設委員会に報告された後、全てが完了する（24）。 

このように県が主体となって個々の開拓事業が実施されるが、その活動資

金は 1982 年に設立された「新経済区建設基金(Quy xay dung vung kinh te 

moi)」から支出された。1982 年の閣僚評議会決定 14 号によれば、組織的移

住事業を行う省・県は新経済区建設基金を設立する権利を有するとされ、そ

の事業資金を省・県民から広く徴収することが認められた。これを受けてハ

イフン省では、同年に人民委員会が決議を出し、人民評議会で年内に可決さ

れた。この新経済区建設基金は、他にタイビン省やハーナムニン省など多く

の開拓移民を排出している紅河デルタ農村の各省で徴収された。「人と財産を

互いに分け合う」という方針の下、労働年齢にある全ての省民が負担するこ

とになった。農民は男女とも一律２キロ籾米、手工業者は２労働日分（修正

後は１労働日分）、幹部公務員は１日労賃相当分、また商売人は一ヶ月の営業

税の 15％（同、市場価格による籾米２キロと４キロに区別）を納付すること
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とされた。同基金の徴収業務は県が行い、基金の８割は省の開拓農民への補

助金の財源となり、残りの２割は実務経費に充てられるとされた（ 25）。 

 以上みたように、開拓移民事業がより具体的で明確になり、行政側もきめ

細かい対応を行うようになるにつれて、次第に農民側も積極的に参加するよ

うになっていったと考えられる。特に 1976 年から数年の国営農場への労働徴

用の教訓は大きく、農民の活力を引き出すためには、まずは農民の要求を満

たすことが先決であるということを国家が学んだということであろう。その

要求とは、一組の夫婦とその子どもを基本的構成要素とする家族が自発的に

国家の公式ルートに沿って移住することを選択でき、全面的な国家のバック

アップが保障されるということである。これは、まさに「国家と人民が共に

行う」という方針の下「協同」関係を通して国家が社会の潜在力を引き出す

第一歩になったと考えられる。 

 

２．ハイフン省の 1980 年代 

 

(1)1980〜83 年 

 CP95 号決定は施行直後からその効果が表れたわけではなかったようであ

る。送り出し側のハイフン省では開拓民の配置を国営農林場から合作社建設

へシフトさせる傾向が見られたが、1980 年代初頭の新合作社建設の状況は北

部と南部では大きく異なっていた。 

 まず、北部のクアンニン省、ソンラー省への開拓移民事業は比較的順調に

進んだ。その主な要因は移入先が全くの新開地ではなく、新たな投資・イン

フラ整備を必要としなかったため、すぐ生産に着手できる恵まれた環境にあ

ったことである。また、ソンラー省の場合は既存の合作社への「編入」によ

って労働力を追加補充するだけでよかった。そのため、1976 年から 1981 年

の統計では、ハイフン省からの開拓民を最も多く受け入れたクアンニン省で

は、13 合作社へ 2,510 世帯、18,099 労働、25,074 人が移住している。一方、

同時期ソンラー省の 15 カ所の合作社へは 508 世帯、2,494 労働、4,546 人が



－41－ 

編入による開拓民として移住した。彼らが南部への開拓移民と大きく異なっ

ていたのは、定着率の高さである。クアンニン省の場合、表３に見られるよ

うに、中国国境付近にある外島の３カ所の合作社を除く 10 カ所の合作社全体

で８割が留まり続けた（ 26）。1980 年代に入っても高い定着傾向は続き、比較

的近距離のため移動費用も節約できるなど極めて効果的であった。 

 

 表３ ハイフン省からクアンニン省内合作社への開拓移住状況（1976〜1980 年） 

    開 拓 入 植     帰 郷    帰 郷 率  

合 作 社 名  世 帯 数  労 働 人 数  全 体 人 数 世 帯 数 労 働 人 数 全 体 人 数   

１ ） ク ア ン ハ ー 県  1,237 2,710 6,304 259 532 1,314 20.9% 

     ク ア ン タ イ ン  110 244 532 5 12 26 4.5% 

     デ ム ハ ー  234 490 1,150 79 175 412 33.8% 

     ク ア ン タ ン  101 200 490 9 13 49 8.9% 

     ク ア ン ア ン  94 213 489 2 3 9 2.1% 

     ズ ッ ク イ エ ン  119 301 743 32 65 119 26.9% 

     ダ イ ヒ ン  146 322 727 17 32 87 11.6% 

     タ ン ビ ン  280 599 1,382 55 105 300 19.6% 

     ク ア ン ロ イ  59 125 306 59 125 306 100.0% 

     ク ア ン ビ ン  94 216 485 1 2 6 1.1% 

２ ） テ ィ エ ン イ エ ン 県  82 189 424 15 30 56 18.3% 

     ド ン ハ イ  82 189 424 15 30 56 18.3% 

３ ）ホ ア ン ボ ー 県（ 外 島 ） 421   183   43.5% 

     ヴ ィ エ ッ ト フ ン  148   50    

     ト ン ニ ャ ッ ト  138   33    

     タ ン ロ ン  135   100    

合 計  1,740   457   26.3% 

出典：[Ban kinh te moi tinh Hai Hung:1981] 
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一方、南部では、先ほど述べたように、政策の欠陥や実際の事業実施の不

首尾など人為的な問題だけでなく、不慣れな土地での過酷な労働からくる疲

労、そしてマラリアなどの疫病の蔓延、北部の気候風土と異なる非衛生的な

生活環境など、より複合的な要因が絡んでいた。そのため、合作社を建設し

ても労働力不足のために集団化が進まず、土地の開墾は個人の力量に任され、

肥料など生産財の使用や収穫分配も個人の手に委ねられる状態が続いた。

1983 年の時点では、1970 年代に建設されたザライ＝コントゥム省の合作社が

解体・人口流出の危機に瀕していた。しかも開拓民が勝手に森を切り開いて

稲を栽培するなど、カオス的な状況が続いていた。また同時期に建設された

ロンアン省やドンナイ省の国営農場も開墾しても生産できる土地が限られ、

経営的にも赤字を抱えるような極めて困難な状況にあり、新合作社の建設も

この時期全く進まなかった（ 27）。 

表４ ハイフン省の開拓移民事業５カ年計画（1981-85 年） 

    1981 年  1982 年 1983 年  1984 年  1985 年  

当 初 の 計 画  世 帯  1,550 3,200 5,000 9,000 11,250 

  労 働 人 数  3,100 6,400 10,000 18,000 22,500 

  全 体 人 数  7,750 16,000 29,000 22,500 56,000 

下 方 修 正 後 の 計 画 労 働 人 数  3,100 2,000 2,400 3,000 3,300 

  全 体 人 数  7,750 4,100 6,000 7,500 7,350 

実 績  労 働 人 数  2,150 406 1,595 3,095 3,454 

  全 体 人 数  4,484 753 2,599 6,049 6,129 

  労 働 人 数 達 成 率 69％  21％  58％  103％  105％  

出典：[Ban kinh te moi tinh Hai Hung:1981:13]および[So lao dong tinh Hai 

Hung:1986:3] 

そのため、1980 年以降の開拓移民計画は当初の予定から大幅に下方修正せ

ざるをえなかった。表４は、1981 年に作成された 1981-1985 年までの 5 年計

画の見直しと、その実施実績を表している。ここからわかることは、1981 年
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から 1986 年の間に実現可能性を考慮した極めて現実的な計画に修正したに

もかかわらず、1983 年まではその計画さえも達成することができない極めて

困難な状況であったということである。 

 

 (2)1984〜1990 年 

 表４に示されているように、1984 年以降の計画は目標を超過しており、よ

うやく開拓移民事業は全体的に好転した。この時期、開拓移民事業は、国営

農林場への労働徴用（CP82 号決定）、新合作社建設（CP95 号決定）と既存合

作社への編入（CP254 号決議）が極めてバランスよく活用されており、全体

の 7 割を占める南部諸省への移住もダックラック省、ラムドン省、ソンベー

各省など受け入れ先を新たに開拓している。 

 極めて深刻な状況にあったザライ＝コントゥム省の各合作社は生産活動も

安定し、経営も軌道にのった。1984 年には、ナムザン合作社（ハイフン省ナ

ムタイン県の開拓農民によってマンザン県に建設された）の多くの農民が豊

かな暮らしを手に入れたと報告されている。例えば、「開拓民のファム氏やナ

ム氏は養豚や菜園など複合農業を行い、籾米３～５トンと 300 キロの豚肉を

収穫し、チュパ県ヴァンイェン合作社のスエン氏やソン氏は食糧生産の他に、

ジャックフルーツやコーヒー、パイナップルなどを栽培し、５～７万ドンも

の収入を得た」という成功例が数多く報告された。1985 年 10 月にハイフン

省の担当者が訪れた際、開拓移民の生活水準は、余裕のある暮らしの世帯が

15％、十分食べていける暮らしの世帯が 65％、十分食べていけない暮らしの

世帯が 20％を占めた（28）。 

 1986 年以降もより一層南部諸省への長距離移住が加速するが、その移入先

はフロンティアが減少して土地区画が困難になったザライ＝コントゥム省か

らダックラック省やロンアン省へ移行しており、開拓形式も新合作社建設が

大半を占めるようになった。特にこの時期は、第６回党大会でドイモイ路線

が提唱され、社会経済発展のために開拓移民政策をより強力に推進していく

ことが確認されている。そのため、表５に見られるように、1986 年から 1990
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年までの 5カ年計画では開拓移民人口を一気に 30万人に拡大することが決定

された。 

表５ ハイフン省からの開拓移民事業計画（1986〜1990 年） 

入 植 先 (省 ) 労 働 人 数  全 体 人 数  

ク ア ン ニ ン  5,000 12,500 

ソ ン ラ ー  1,000 2,500 

ザ ラ イ ＝ コ ン ト ゥ ム 30,000 75,000 

ダ ッ ク ラ ッ ク 52,000 130,000 

ロ ン ア ン  32,000 80,000 

合 計  120,000 300,000 

出典：[So lao dong tinh Hai Hung:1986:7] 

 

３．「新しい故郷」を創る試み 

 

中央レベルの政策（指示・通達）では、これまで見たように、末端の生産

単位を「家族」と措定し直したことで、農業開発に限定せず社会福祉分野も

含めた総合的な地域開発へと方針を変更した。それに沿うように、地方レベ

ルでも新たな変化が見られるようになった。1970 年代までのハイフン省の開

拓移民関係の報告書に登場する「新経済区」は「新しい基礎(co so moi)」と

味気ない表現が使用されることが多かったが、1980 年代に入ると「新しい故

郷(que huong moi)」という極めて情緒的なフレーズが頻繁に使用されるよう

になったのである。国家による経営単位としての家族の公認と「新しい故郷」

づくりはどのような関係にあるのであろうか。また、農民たちにどのように

「新しい故郷」が受け入れられ、「根付いて」いったのだろうか。 

一つの大きな要素は、国家が追認した挙家移住が農民の要求を満たすもの

であったということである。それは、いくら巨額の投資をして開拓移民事業

を実施しても、故郷に逃げ帰られたり、別の場所に逃亡されたりしては、無
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駄な損失が膨らむばかりであるという国家側のリスク軽減の思惑から推進さ

れた面もある。ただ、農民側にしてみれば、見知らぬ土地に一家の財産を全

て整理して移住するのは極めて危険が高いという判断から、危険分散的な手

段を取ることが多い。例えば、離村する際、年配の両親を郷里の村に残る他

の兄弟家族に預けるが、暮らし向きが安定すれば親を呼び寄せて孫の面倒を

見させる者も複数いた。逆に、幼い子どもを里帰りの際に故郷の両親に預け、

自身の宅地は売却せず親兄弟に管理させ、いずれ隠居すれば帰郷する予定の

夫婦もいた（29）。すなわち、条件次第で柔軟に対応できるよう、家族の生活

向上の可能性を拡げる選択肢として主体的に開拓事業に参加し始めたのが、

1980 年代半ば以降である。一組の夫婦とその子どもを基本的構成要素とする

家族が「新しい故郷」建設の担い手であったことはまちがいない。 

それまでの教訓としてハイフン省の実務関係者の間ではっきり認識された

のは、上から数合わせで労働徴用すると、賭博や強盗などの前科があったり、

非合法的な商売を目的としたりするなど、規定の基準に満たないやっかいな

ものが混じって移住先が安定せず、農民が新しい環境に「しっかりと深く根

をはる（bat re sau）」ことができないということであった。そのため、その

ような連中を選考基準からはじき、本来の目的に合致した基準を満たす世帯

を自発的に申請させることが最も優先されるべきであると考えられたのであ

る。それ故、党の政策に忠実で、リーダーシップを発揮でき、経済的なセン

スもあり、開拓の困難を農民と共に克服できるような人格的にも優れた党員

をその家族とともに開拓事業の中核に据えなければならないと考えられた

（30）。それは裏を返せば、それまでの党・合作社幹部がいかに信用されてい

なかったかを物語っている。 

 また 1981 年に全国で一斉に実施された生産物請負制も、より家族の意義を

強めるとともに、デルタよりもはるかに広大な開墾地が分配されるというイ

ンセンティブを農民に与えることで、開拓事業をよりスムーズに展開させる

要因となっていったといえよう。この時期の成功談も以下のように報告され

ている。 
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 ザライ＝コントゥム省の 12 カ所の合作社では、最高 10 ヘクタールも開墾

した家族もあり、ナムタイン県のタンホン合作社では 161 世帯 365 人が 401

ヘクタール（栽培面積 317 ヘクタール、その内稲作 280 ヘクタール）を開墾

し、チャウザン県のタンチャック合作社では 226 世帯が 400 ヘクタール（栽

培面積 333 ヘクタール、その内稲作 200 ヘクタール）を開墾し、同県タンサ

オ合作社では 71 世帯 150 人が 150 ヘクタール（栽培面積 125 ヘクタール、そ

の内稲作 80 ヘクタール）を開墾した。同省 12 合作社（1046 世帯、5260 人）

全体の栽培面積は 1389 ヘクタールに上り、世帯平均で 1.32 ヘクタール、そ

の内稲作 0.96 ヘクタールも経営していた（31）。 

 このように当時のハイフン省 1世帯あたりの経営面積３サオの 10倍を超え

る土地を開拓地で入手できるという情報は、これから開拓移住を考える故郷

の農民の決意を促す宣伝効果としては抜群の効果を発揮したと考えられる。 

 興味深いのは、生産物請負制施行以降、1980 年代を通して開拓地では合作

社建設と家族経営が同時進行したという事実である(32)。事実上集団化が解体

しても、なぜ合作社組織は紅河デルタで存続しつづけたのか、また開拓地に

おいても新しい故郷と新合作社がセットで建設されたのだろうか。ここでは

その点について詳しく論じる十分なデータも持ち合わせていないので若干触

れるだけにとどめるが、この時期の合作社規模の分離・縮小の動きと決して

無関係ではないと考えられる。というのも、1970 年代末までの社会主義大規

模化によって形成された行政村レベルの合作社は完全に機能不全に陥り、農

民からの建議により一斉に自然村レベルに分離・縮小され、その直後に生産

物請負制が施行されている(33)。つまり、自然村規模の合作社の復活と生産物

請負制は、まさに「下からのイニシアティブ」によって実現されたのである。

したがって、合作社は中央政府の政策を基層に貫徹させるための道具ではあ

ったものの、同時に農民の利益を擁護する社会機能も合わせ持つという二面

性（古田[1996:46-47]）ゆえに、その合作社の生命力が新開地でも発揮され

たのではないかと考えられる。開拓地に建設された新合作社は主に同じ県内

の複数の農村から同時に入植した農民たちによって構成されたが、この相対
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的な文化的同質性や相互に共感し合う心理的要素も新しい共同性を作り上げ

るのに強く作用していたと考えられる。国家の側も、合作社の二面性を巧み

に利用することで、社会への政策貫徹力を強めようと努めていたと考えられ

る。ただ、1990 年代に入ると、ハイフン省の開拓移民事業関連の報告書を見

る限りでは、南部の開拓地での新合作社建設は中止され、行政の最末端組織

であるアップ（集落）が代替していったたようである(34)。 

 

 

おわりに 

 

 これまでみてきたように、1980 年代に拡大した開拓移民事業の「成功」の

要因のひとつは、国家が社会の基本的構成要素である家族の意義を再発見し、

その要求を受け止める能力を身につけたことである。この場合の社会の要求

とは、挙家移住・生活支援を促進するための国家のバックアップである。1980

年に実施された CP95 号決定による開拓移民政策の改革は、このような基層社

会の要求を満たすことなしには政策が十全に実現しないという、これまでと

は全く新しい認識を国家がもったことを示すものである。この認識は、国家

と社会の関係という視点から見れば、下からの要求を上が吸い上げるという

ことによって両者の「協同」関係が成立したことを意味している。従来の政

策の最大の欠陥は、新開地に強制的に目標値通りの「主要労働力」で構成さ

れた開拓移民を送り込み、合作社や国営農林場を建設させて形式的に「共同

生活」を営ませようとしても、決して農民は安心して農業生産に専念するわ

けではないということを国家が理解しなかったことに原因がある。多くの農

民が逃亡した事実は、国家の思惑通りに新経済区が彼らの最終目的地とはな

らず、かえって国家や党そのものへの不信感や反逆心を育てる場として働き、

国家政策に明らかに拒否を突きつける拠り所となったということを物語って

いる。 

 このように 1980 年代に入るとようやく国家が社会のニーズに合った環境
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を整備することによって社会が自らの活力を発揮し始めるという回路が形成

され始めた。1970 年代末までに多くの帰還者を出した新経済区が開拓移民に

「新しい故郷」として受け入れられるためには、生産効率のみを追求した個々

バラバラの「主要労働力」の形式的な共同生活ではなく、再生産も含めた協

働・共住集団である家族の意義を認め、そこからより大きな地縁集団・協同

生活組織を支え上げていくプロセスが必要だったのである。1980 年代の開拓

移民事業に投影される「新しい故郷」の原風景は、家族が安心して生産に専

念し、現地に深く根を張る姿である。そうして初めて国家は社会から信頼を

得ることができるのである。この農業経営の充実・発展、その生産力の上昇

の基盤となる家族の意義の重要性に対する国家の認識は、集団化の解体を意

味する生産物請負制の実施へと確実に引き継がれていったと考えることがで

きよう。 

 もう一つ開拓移民事業の成功の要因として挙げられるのは、省・県などの

地方政府が中央政府の政策の単なる実施機関を超えて独自性を発揮し始めた

ことである。もともと地方自治はなく、中央政府の政策の上意下達機関とし

ての性格が強く、実質的な権限や責任の所在があいまいであった地方政府の

機能がより明確になったのもこの 1980 年代の大きな特徴といえよう。特に、

中央から基層までの公式チャネルの実効化に貢献したのは、メソレベルにあ

る地方政府のイニシアティブである。実体としての社会をほとんど把握し切

れなかった中央政府に代わり、社会の関心やニーズを国家の政策決定過程の

枠組みに反映させるために両者の利害調整に努めた地方の働きは、古田が述

べる「強い国家」への志向の過程で現れてきた出来事であったと考えられる。

その意味において、「強い国家」の萌芽が 1980 年代の開拓移民政策にすでに

見られていたと解釈することができる。 

以上、ドイモイ開始の 1980 年代は、北部デルタ農村の余剰労働力をひたす

ら拡散させることで人口の平準化に努めていた時代、すなわち「農業は離れ

ず、農村を離れる」政策が推し進められていった時代だったといえよう。そ

の後 1990 年代に入ると、フロンティアの消失に伴い国家主導の開拓移民事業
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は徐々に縮小していくが、工業化・現代化政策を図る国家は「農業は離れる

が農村は離れず」という方針を打ち出し、農村工業化と都市近郊の工業団地

の造成によって農村人口の工業部門への吸収を促進しようと努めている。一

方、かつての開拓地を目指して、またホーチミン市やハノイなどの大都市を

目指して農民の自発的移動が急速に拡大している。新たな段階に入った国家

と社会の関係については、また別稿に譲りたい。 

 

〔注〕 

（１） 農業経営に関する政策は 1980 年代に段階的に変化してきた。1981 年の党書記局

100 号指示（生産物請負制）と 1988 年の党政治局 10 号決議である。1981 年の

生産物請負制は、合作社の共有地を一定の期間農家に分配し、最終生産物（籾

米）の収穫に責任を負わせ、請負ノルマを超過した分は農家の取り分とした。

1988 年の 10 号決議は、労働点数による労働評価・報酬分配を廃止し、制度的に

集団経営を終わらせた。従って、集団化解体について実態面（土地分配による

家族経営）を重視するか、制度面（労働点数制撤廃・国家の承認）を重視する

かによって、ドイモイの契機に対する評価が異なってくる。本章においては農

業のドイモイの契機を各農家への土地分配に求めて議論を展開している。なお、

80 年代から 90 年代に施行された一連の農業改革の流れを踏まえた上で生産物請

負制をドイモイの契機とする主な先行研究として、本章で論じた古田とカーク

フリートの著作の他に、ベトナム農業経済研究者であるチュー・ヴァン・ラム

他の業績[Chu van Lam  1992]がある。チュー・ヴァン・ラムは、集約化(hop tac 

hoa)を一般的に集団化（tap the hoa）と同義で使用するベトナム研究者が多い

中で、両者を明確に区別して論じる数少ない論者である。一方、後者の立場を

とるのは、主に村野[1996]、竹内［1999］ [2004］そしてファム・クアン・ミ

ン[Pham Quang Minh  2004]である。後者の中には、農業集団化の解体の契機を

一般的に合作社の解体に求めている論者もいるが、10 号決議以降北部ベトナム

において全ての合作社が解体したわけではない。 

（２） ドイモイ以降の農民の自発的移民に焦点をあてた論文に Hardy [2003]がある。
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ハーディの主な関心は、1990 年代以降に顕在化した都市や中部高原などに自発

的移動する農民の戸籍問題にある。「一時居留 tam tru」に関する法規について

は[岩井：2006]を参照のこと。 

（３） 吉沢南によれば、「国家や集団は農民の自立性を組み込むことによって、下から

の活力を吸収し、より民主的に改変され、また個々の農民は国家や集団の要請

に即応しつつ、より広い社会関係の中に自己の主張を積極的に位置づけ、そこ

を立脚点として人との結び付きを拡大することができるような関係」である（吉

沢[1987:201]）。 

（４） ベトナムの党・政府の文献に出てくる「国家」は、一般的に中央政府から行政

村政府までの行政機関を全て含んだ用語である。 

（５） Ngan hang-Nong truong[銀行−農場][Cong Bao [広報]:7-11-1962].開拓移民の

年配の両親が病気になり、診療所や病院で治療を受けた場合、入院費の減免も

受けることができた。また、郷里に残された子どもが労働年齢に達した際、賦

役は初年のみ、軍役は最初の３年間は免除された。Phu thu tuong[首相府] [Cong 

Bao :8-5-1963]. 

（６） 開墾合作社建設の費用は、送り出し側のチャウザン合作社が労働点数を現金に

よって換算し、全て工面した。第２チャウザン合作社建設の場合、1977 年時点

で１コンあたり 1.2 ドンとなり、配給米は一人当たり 10 キロと規定された。そ

の他、移住者の財産を売却した際に生じた損失の穴埋めのためにチャウザン合

作社は 113,694 ドンを支出している(Ban kinh te moi Ha Nam Ninh [ハーナム

ニン省新経済区委員会][1982:15])。 

（７） Lien bo Tai chinh-Nong truong-Y te[ 財 政 − 農 場 − 医 療 連 省 ][Cong 

Bao:21-2-1962:59]. 

（８） Ngan hang nha nuoc[国家銀行][Cong Bao:18-10-1961:584]. 

（９） 大野によると、ロンアン省内の近距離開拓移民の場合、農繁期に合わせ出身村

と開拓地との間を頻繁に往復する形態が 1988 年の入植直後から今日まで見られ

るという（大野[1998:37]）。 

（１０） 2006 年８月ハイズオン (旧ハイフン)省ニンザン県ギアアン行政村での筆者
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による聞き取り。特に、抗米救国戦争に子どもを出征させなかった家族の子弟

に対する命令主義・強制は凄まじかったようである。 

（１１） 「青年先鋒隊」はいわゆる徴兵義務の年齢に達しながらも入隊する条件を満

たさない青年によって構成される。新経済区へ徴用される彼らに対する具体的

な待遇措置については、1978 年に発令された政府首相第 460 号指示に規定され

た(Hoi Dong Chinh phu[政府評議会][Cong Bao:15-3-1980:104-107])。 

（１２） この時期、紅河デルタから南部への開拓移民人口は北部山岳丘陵地域への規

模とほぼ同数で、まだそれほど大きな流れにはなっていなかった。顕著なのが

南部域内移住の約 30 万人である(Centre for population and human resources 

studies [1993:20]).この南部域内移動は、ほとんどが旧サイゴンを含む東南部

からメコンデルタへの移動である。これは戦時に膨れ上がった旧サイゴンの都

市過剰労働人口と「反動分子」のメコンデルタ農村への強制送還など、極めて

政治的意図で行われたものが主である(Pham Do Nhat Tan [1988:28]). 

（１３） 労働人数と全体人数の累計が報告書に示された合計（それぞれ 60,759 人と

74609 人）と合致せず、それぞれ 886 人不足している。また、別の報告書による

と、同５年間の集計は 2,870 世帯、1,5310 人（5,755 労働力）となり（Chi cuc 

di dan tinh Hai Duong[ハイズオン省移民支局[1997]]、かなり数字に開きがあ

る。これは、ハイフン省がハイズオン省とフンイエン省に分離した後の移民当

局のデータであるため、現ハイズオン省内のデータのみを集計した可能性があ

るが、報告書には明示されていない。 

（１４） 中越紛争の勃発により、クアンニン省に居住していた華人系住民の大半が国

境を越えて中国側に逃れたため、その後ベトナム政府は紅河デルタ各省からの

大規模な開拓移民事業を実施した。 

（１５） Ban kinh te moi tinh Hai Hung[ハイフン省新経済区委員会][13-11-1981:7]. 

（１６） Hoi dong Chinh phu[政府評議会] [Cong Bao:31-3-1980:126-127]. 

（１７） CP254 号決定が生産物請負制の施行後に発布されていることははっきり分か

るのは、「集団（合作社・生産集団）の名目または個別の名目で自己資金によっ

て開拓移住する者に交付される土地は一定期間の免税措置を受けることができ
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る」という規定である（Hoi dong Chinh phu[Cong Bao:30-6-1981]）. 

（１８） 1980 年代は省内の短距離移住も全体からみると増加しており、北部から南部

への長距離・北部域内または南部域内の中距離移動と同時に進行していたこと

がわかる。北部山岳丘陵地域、東南部、メコンデルタの省内移動が特に多く、

1976 年から 1990 年の 15 年間でみるとそれぞれ 61 万人、61 万 4,000 人と 68 万

8,000 人となっている（岩井[2006:102]）。 

（１９） 通常ベトナムの地方政府は、１）省・中央直轄都市、２）県・都市部の区、

３）社（行政村）・市鎮（小都市）・都市部の坊の３級である。各級レベルに人

民委員会と人民評議会が置かれている。 

（２０） 姉妹省は、主に北部の省がベトナム戦争時代に南部各省からの「集結」組を

受け入れた際に結ばれた友好関係を指す。具体的には、南部の革命家の子弟を

受け入れて、地域の学校に通わせたりすることで、家族同然につきあったとい

う。 

（２１） Ban kinh te moi tinh Hai Hung [1981:12].  

（２２） 2006 年 8 月ロンアン省ヴィンフン県カインフン行政村サイザン集落でのイン

タビューによる。この農民によると、何度も説明会に参加し、県職員からの説

明は極めて具体的で詳細だったという。中部高原への入植を希望しなかったの

は、水稲技術が活かせない不安からだったという。 

（２３） Ban kinh te moi tinh Hai Hung [1981:16]. 

（２４） 2005 年 8 月および 2006 年 8 月に筆者が行ったハイズオン省ニンタイン県開拓

移民担当職員リェウ・ドゥック・トゥオン（Lieu Duc Tuong ）氏とのインタビ

ューによる。トゥオン氏は約 30 年間専門スタッフとして事業実施にあたった。 

（２５） 新経済区建設基金については以下の通り。中央レベルについては[Hoi dong bo 

truong[閣僚評議会]:1982]、ハイフン省については[UBND tinh Hai Hung[ハイ

フ ン 省 人 民 委 員 会 ]:1986]と 後 に 修 正 条 項 を 含 む 補 足 決 定 ［ UBND tinh Hai 

Hung:1988］を参照のこと。 

（２６） 唯一クアンロイ合作社のみが入植者全員が帰郷しているが、この原因につい

ては不明である。 
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（２７） So lao dong tinh Hai Hung[ハイフン省労働局][1983:2-3]. 

（２８） 同上 [1986:6]. 

（２９） 2006 年 8 月にハイズオン省ニンザン県ドンスエン行政村およびギアアン行政

村で行ったインタビューによる。 

（３０） Ban kinh te moi Hai Hung [1981:10]. 

（３１） 同上 [1981:6]. 

（３２） 少なくとも 10 号決議施行後も、ハイフン省からザライ=コントゥム省やダッ

クラック省など中部高原では入植した開拓農民、特に旧合作社幹部が率先して

新合作社を建設し、同行した共産党幹部や・行政村幹部などによって共産党支

部が合作社内に設立されたようである[So lao dong tinh Hai Hung-Chi cuc dieu 

dong Lao dong va dan cu  1988]。 

（３３） 筆者は以前、合作社の規模の変遷と行政組織との関係について考察し、行政村

規模の合作社が生産物請負制施行前に自然村（１村または連村）レベルに縮小・

分離したことを指摘した（岩井 [1999:66]）。竹内はその時期を「10 号決議」以

降としている(竹内 [2004:195])。 

（３４） ハイフン省の報告書によれば、1986 年から 1990 年までの第４次５カ年計画に

従い、ロンアン省のカンボジア国境に接する新経済区のヴィンフン県に２つの

合作社を建設することが計画された[So lao dong tinh Hai Hung 1986:9-10]。

そのうちの１カ所はカインフン行政村サイザン集落で建設が予定されていたと

思われるが、同地に 1990 年に集団入植した農民への筆者の聞き取り（2005 年 8

月）によると、実際には合作社は組織されなかったようである。 
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